令和２年度　鏡石町社会福祉協議会事業計画
１　基本方針
	　　

『みんなで支え合い　みんなが安心して

暮らすことができるまちづくり』
　　　　　　　　　　　　　　　

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　「第１期鏡石町地域福祉活動計画　基本理念」


新しい令和の時代を迎え、日本の高齢化率は２８．４％と世界最高となる一方、総人口は世界に例のない急激な減少を続けています。２０５０年には１億人を切ることが推測され、高齢者の増加に対して若い世代の人口減少に歯止めがかからない状況となっています。加えて、ライフスタイルや価値観の多様化、住民相互のつながりの希薄化など、地域社会を取り巻く環境は大きく変化しており、地域における福祉課題はますます深刻化してきています。
そのような中、誰もが住み慣れた地域で安心して暮らせる地域共生社会の実現が求められており、地域に暮らす人たちが共に支えあう社会づくりに向けた地域づくり・包括的な支援体制の整備が進められています。
本会は、昨年策定した第１期鏡石町地域福祉活動計画を基本とし、計画の基本理念である「みんなで支えあい　みんなが安心して暮らすことができるまちづくり」の実現に向けて地域での支え合い・助け合いを通して地域の状況や強みを生かしていくことが必要です。
さらに、住まい・医療・介護・予防・生活支援が一体的に提供される地域包括ケアシステムの構築には、住民参加による新しい支え合いの仕組みづくり、地域づくりが求められており、コンパクトな本町の特性に応じた支援体制の整備が重要となっています。
本会は、身近な人の協力を通じて、地域の課題を「我が事」のようにとらえ、「丸ごと」対応できる地域社会の実現を目指した地域づくりを進めるため、民生委員・児童委員はもとより、地域の関係機関・団体等との連携・協力を密にし、地域ニーズに合わせた福祉サービスの提供と支え合いの活動、地域社会づくりに取組みます。
２　主要事業
　（１）組織機能の強化と財政基盤の確立
（２）鏡石ヘルパーステーション事業の推進

（３）指定管理者制度に係る管理経営 
（４）地域福祉対策の推進
（５）在宅福祉事業の推進
（６）受託等運営事業の推進
（７）権利擁護に向けた取り組みの推進
（８）鏡石保育所の経営
（９）災害時に備えた体制づくりの推進
　
３　計画内容
（１）組織機能の強化と財政基盤の確立

① 理事会．評議員会．監査の開催【６月．９月．３月】

・鏡石町社会福祉協議会（以下「社協」という）の運営を担う理事会、評議員会を開催し、適切な運営と事業の活性化を図る。
・組織運営のガバナンスの強化、事業運営の透明性の向上等を図る。
② 一般、法人、特別法人、賛助会員の加入推進【７月．１０月】　

・福祉事業に関する協力及び会員加入の推進を図るために「鏡石町社会福祉協議会推進協力員」を行政区長へ委嘱する。
・会員加入の協力依頼と会費の増収に向けた企業等の訪問活動を行う。

③ 役員、職員の資質向上
・理事監事研修会の開催【１０月】
・職員として必要な知識・教養を高める各種外部研修会等への積極的な参加【随時】　
・職員個々が、目標を意識して業務の執行に努める。
④ 職員採用試験の実施

　・令和３年度一般事務職員及び保育士の採用試験を実施する。
⑤ 広報・啓発活動の推進
・住民に幅広く本協議会の活動を理解していただくために、社協だよりを発行【年３回】する。
・ホームページを活用した適時・適切な情報の発信を行う。
⑥ 第３５回福祉バザーの開催【１１月】
　・地域福祉事業における財源の確保と地域一体で取り組み福祉意識の高揚を図る
ために、福祉団体の協力を得て「福祉バザー」を開催する。
⑦ 地域福祉活動計画の推進
　・地域福祉の向上を図るとともに、今後の生活課題、福祉ニーズに対応するために、住民や関係機関団体との協働により、施策や事務事業を評価し、改善しながら地域福祉活動計画を推進する。

⑧ 関係機関等との連携
　・町福祉こども課、地域包括支援センター、民生児童委員協議会等と連携を密にして地域福祉活動を推進する。
（２）鏡石ヘルパーステーション事業の推進
① 居宅介護等事業の実施
② 障害福祉サービス事業の実施

・鏡石ヘルパーステーション事業所として、利者宅を訪問介護員（ホームヘルパー）が訪問し、身体介護や家事援助などの日常生活の支援を行う。

　・介護保険・障害福祉サービス等事業の事業展開においては、安定した事業運営を遂行するために、福祉施策の動向を見据えた事業展開をするための調査・検討を行う。
（３）指定管理者制度に係る管理経営
① 鏡石町老人福祉センターの管理経営

② 鏡石町屋内ゲートボール場の管理経営

○指定管理者協定に基づき、適切な管理・運営に努める。

　（平成３０年４月１日～令和３年３月３１日）
（４）地域福祉対策の推進

① 地域歳末たすけあい配分金助成事業
○毎年１２月に行政区や企業、ボランティア団体等、多くの町民や関係機関の協力を得ながら歳末たすけあい募金を実施する。
・歳末たすけあい募金（従来型募金）期間：令和２年１２月１日～１２月３１日
○地域福祉が地元に根付くよう、福祉のまちづくり活動の発展に寄与することを目的に、住民参加による地域のたすけあい活動に重点をおいて助成事業を実施する。
＊地域福祉推進団体助成事業【随時】

＊ボランティア団体支援事業【随時】

＊町内施設・団体支援事業【１２月】
＊ふれあいサロン助成事業【随時】
② 地域ぐるみ子育て推進事業
　○地域のつながりが希薄化していく中で子ども達の健やかな成長を図るため、親子のふれあいや保護者のリフレッシュ、家庭における子育ての悩みや不安解消につなげるための講座等を開催する。
③ ボランティアセンター事業の推進

○鏡石町におけるボランティア活動を推進し、地域住民が「ともに支え合い安心して生活できる町づくり」を目指す。
【ボランティアセンター事業内容】
１）ボランティア活動のコーディネート
　・相談受付
　・情報収集・提供（情報の把握・確認、広報・啓発）
　・調整（依頼に関する団体・個人との連絡調整、支援）
　・紹介（ボランティア団体紹介、斡旋等）
　　例）認知症カフェ（オレンジカフェ）に対するボランティア支援
２）ボランティア各種講座の開催
　　〇ボランティア養成
　　・ボランティア入門講座（年１回）
　　・ボランティア団体研修会（年１回）
　　・サロン応援ボランティア養成講座（年１回）
　　・養成講座の受講生フォローアップ及び支援活動（サロン応援・音訳・傾聴）
　　・ボランティアセンター派遣講座（随時）
　　〇福祉教育
　　・サマーボランティアの開催（年１回７・８月）
・学校の福祉学習への協力、派遣
〇世代間交流
　　・ふれあい体験教室（年１回）
３）ボランティア活動保険の受付・管理
　　・保険加入の手続き
・登録者名簿の作成、更新
　・登録団体の活動内容把握、確認
４）収集ボランティア関連の受入、紹介
・収集受入（プルタブ、エコキャップ、使用済切手）
　　・受入対象以外の収集先の紹介（書き損じはがき等　※古着はボラ連との共催）
５）ボランティア連絡協議会との共催事業
　　・児童館ボランティア訪問
　　・古着収集ボランティア
　　・視察研修会
④ 共同募金運動の実施　
　○共同募金運動は、多くの町民や行政区、各種団体の協力により福祉の財政面を支える基盤となっていることから、地域ニーズを把握し、使途の明確化・透明化を高めるとともに、より一層の共同募金への理解と参加意識を促進し、活性化を図る。
　・共同募金運動期間：令和２年１０月１日～令和３年３月３１日

　　・赤い羽根共同募金（従来型募金）　期間：令和２年１０月１日～１２月３１日　　
⑤ 生活支援体制整備事業の推進
　○高齢者世帯等が増加する中、医療、介護のサービスのみならず、高齢者の在宅生活を支えるため、生活支援サービスを担う多様な事業主体と連携しながら、日常生活上の支援体制の充実・強化及び高齢者の社会参加の推進を一体的に図ることを目的に「生活支援コーディネーター」が「協議体」のネットワークを生かしながら、地域の互助を高め、住民主体が活性化されるよう、地域全体で高齢者の生活を支える体制づくりを進める。　
　　「生活支援コーディネーター」
　　　関係者のネットワークや既存の取組・組織等を活用しながら、資源開発、関係者のネットワーク化、地域の支援ニーズとサービス提供主体のマッチング等のコーディネート業務を実施することにより、地域における生活支援・介護予防サービスの提供体制の整備に向けた取組を推進する。
　　「協議体」
　　　地域で高齢者を支援する関係者間のネットワークづくりを目的とし、定期的な情報共有・連携強化の場として「協議体」を設置する。

⑥ 心配ごと相談事業の実施
・心配ごと相談所【第１日曜日開設　年１２回】

　民生児童委員を心配ごと相談員に委嘱し、地域住民のあらゆる生活上の相談に応じて適切な助言を行い、問題解決の手助けとなるよう相談所を開設する。
・弁護士による心配ごと相談【１０月、２月】
・高齢者巡回相談会【年１回：６月】
　・相談受付窓口【随時】　
・包括的な総合相談支援体制の研究
⑦ 各種福祉資金の貸付実施
　○経済的困窮・社会的孤立などの世帯等を対象に、必要な生活資金の貸付を行うことにより、生活の維持と安定や自立が図られることを目的に実施する。　　

　【県社協】生活福祉資金（総合支援資金、福祉資金福祉費、福祉資金緊急小口資金、
教育支援資金、不動産担保型生活資金）
【町社協】生活援助資金
⑧ 福祉バス管理運行の実施　

　○福祉団体及び行政機関等へ福祉事業推進のため福祉バスの運行を行う。
⑨ り災者に対する見舞金

○町内に居住する被災者に対して、災害状況により見舞金の支給を行う。

　　・火災・水害被害　　　　　　　　　　　　
⑩ 福祉団体への助成
・身体障害者福祉会、手をつなぐ親の会、遺族会
⑪ 団体事務局（６団体）

・鏡石町老人クラブ連合会、鏡石町遺族会、鏡石町身体障害者福祉会、

・鏡石町手をつなぐ親の会、鏡石町民友会、鏡石町ボランティア連絡協議会
	（５）在宅福祉事業の推進


① 福祉機器貸出事業【随時】
　○介護保険制度での購入・レンタルができない方や障害者福祉制度での助成対象とならない方への福祉機器の貸付を行い、在宅での生活を支援する。

② ひとり暮らし高齢者招待事業【４・１０月】
　○町内の一人暮らし高齢者を対象に孤立化の防止や相互の親睦、交流を図ることを目的に花見や日帰り旅行を実施する。
③ 配食サービス事業【毎週月曜日（祝日、８月を除く）】

　・一人暮らしの高齢者や高齢者のみの世帯で食事づくりが困難な方を対象に、地域ボランティアの協力により、声かけ見守り、安否確認を兼ねた定期的な配食を行う。
　・配食ボランティアの募集を行い、新たな担い手の確保に努める。
　　

④ おでかけ支援ゆうあいバス運行事業【毎週水・木曜日】
　○移送手段の確保が困難な高齢者や障害者に対して、ワゴン車を運行し、在宅生活の安定が図れるよう支援する。
⑤ 新しい介護・予防・日常生活支援総合事業
　〇住み慣れた地域で自分らしい暮らしを人生の最後まで続けることができるよう、地域ケアシステムの構築にむけて支援する。
　・訪問型サービスＤ（通所型サービスの送迎、毎週火曜日運行）
⑥ ふれあい・いきいきサロン支援事業
　○身近な地域において高齢者の仲間作りの場として、その地域住民及びボランティア等が協働して運営することにより、閉じこもりや孤立感の解消、介護予防、健康の維持向上、見守りにつなげることで地域の支え合いの力を高めることを目的にサロンの立上げや活動の支援、助成金の交付を実施する。
⑦ 障害者・障害児相談支援事業の実施

　○障害のある人が自立した日常生活又は社会生活を営むことができるよう障がい者（児）や家族等の相談に応じ、必要な情報提供及び助言を行う。障害福祉サービス等の利用計画の作成（指定特定相談支援事業・指定障害児相談支援事業）及び地域生活への移行に向けた支援（指定一般相談事業者）を行う。
（６）受託等運営事業の推進

① 生きがい活動支援事業（生きがいデイサービス：毎週木曜日）
○高齢者が要介護状態にならないよう健康を維持するため、レクリエーションや軽運動等魅力あふれる活動を提供し、利用者の満足度を高め地域において可能な限り自立した日常生活を営むことができるよう支援する。
② 生きがいと創造事業（陶芸・手工芸・木工・短期講座）

　○高齢者が経験と知識を生かし、能力に応じた創造的活動に参加することで、趣味や生きがいを高める。また、通年の講座ばかりではなく、短期で行う講座も開催し、高齢者が「生きがい」を持てる生活ができるよう支援する。
③ 共催・協力事業

・寝たきり、一人暮らし高齢者への友愛訪問【１月】
・鏡石町敬老会【９月】

８８歳になる方への米寿祝い品の贈呈及び子どもボランティアの協力

・百歳賀寿贈呈【随時】
（７）権利擁護に向けた取り組みの推進
○生活困窮者自立相談支援事業を通じた地域づくりの推進を図る。（生活自立サポートセンターとの連携）
○認知症高齢者、知的障がい者、精神障がい者など、判断能力の十分でない方に対して自立した地域生活が送れるよう福祉サービスの利用援助や日常的金銭管理サービス・書類等預かりサービス等の支援を行う。（日常生活自立支援事業）
○認知症高齢者、障がい者等の権利擁護、成年後見制度の理解や普及啓発を行う。

（８）鏡石保育所の経営
○少子化社会の進展を背景とした多様な保育ニーズへの対応や保育所の効率的運営によるコスト削減、保育士の資質の向上による質の高い保育サービスの提供と保育所の安全で安定的な運営を図る。
（９）災害時に備えた体制づくりの推進
○一人暮らし高齢者や障がい者のため、災害が発生した場合の体制を町の地域防災計画や高齢者保険福祉計画を基本に、災害応急対策に必要な関係機関との連携をしながら推進する。
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